
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [85.8%]
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [155,217円]
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給与水準   （国との比較）
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [11.37人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [8.7%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [89.2%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

熱海市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄
【財政力指数】類似都市平均を上回っているが、市の基幹収入である固定資産税の伸び悩みや
景気後退による法人市民税の減収から、近年財政力指数も低下傾向にある。厳しい状況ではあ
るが滞納処分規定額の厳格化、インターネット公売の導入による換価処分充実やコンビニ収納
の導入を予定するなど収納率向上及び歳入確保に努める。
【経常収支比率】類似都市との比較では昨年同様良好ではあるが、県平均を上回っている。県内
市町で上位にある高齢化率（当市３７．４％　静岡県２３．０％　H２２．４．１現在）に加え、高齢者
人口に占めるひとり暮らしの割合も県内トップ（当市３０．２％）であることから扶助費等の義務的
経費が増加傾向にある。現在は行財政改革プランにもとづき、人件費削減（市長３０％、副市長２
０％、教育長１０％、職員平均８％）を行っているが、これを引き続き行い経常経費圧縮に努めて
いく。
【ラスパイレス指数】当該数値は類似都市平均（９２．５）・全国市平均値（９８．８）を上回る９９．７
となっている。そのため、地域手当については平成２２年度に撤廃したほか通勤手当の見直しを
進めるなど、国の制度に準拠しない手当等は見直しを行っている。今後も手当の見直しを行うと
ともに、行財政改革プランに基づく職員給与のカットを継続し、より一層の適正化を目指す。

【実質公債費比率】現時点では類似団体及び県内市町の平均を下回っている。これは行財政改
革プランの実行中のため、新規投資的事業を凍結していることも要因の一つではあるが、事業の
適切な取捨選択の結果である。しかし退職手当債や臨時財政対策債の発行など、今後の公債
費増加要因を抱えている。このため、歳入に見合った投資的事業を今後も選択し、市債の新規
発行額を抑制の上で将来の数値の上昇を抑えていく。
【将来負担比率】類似団体平均を下回っているが、標準財政規模が類似団体と比して大きいた
め、算定上、将来負担比率の上昇を抑える要因となっている。また、将来負担を増崇させるような
第三セクターの負担見込み額がないことや、将来負担額を控除する財源（都市計画税等）を有し
ている点も要因として挙げられる。しかし、今後予定される熱海中学校改築、熱海駅前広場整備
等の大型建設事業を抱えていることから一層の財政健全化を進める必要がある。そのために
は、事業の取捨選択により新規市債発行額の抑制、そして適切な人員計画にもとづく職員配置
や将来の人件費の抑制を行い、今後も後世代への負担を軽減するよう努める。

【人口1,000人当たり職員数】観光地である当市は、住民のみならず観光来遊客に対しても良好
な環境や安全・安心を提供するための人員配置を行ってきた。このため類似団体や県内市町の
平均に比べて指標が上回っている。現在、行財政改革プランに基づき退職者不補充や、民間委
託の推進（学校給食業務等）、機構改革による組織の効率化に努めており、平成２３年度末まで
に１１８人の削減を目標としている。
【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】観光地特有の行政需要に対応するために、行政運営
を行ってきた結果、類似団体に比べても当該指標は平均を上回っている。人件費については、観
光に関連し週末は住民登録人口より大規模な消防力の保持やごみ収集を行わなければならな
い（平成２１年度観光入込客数５，７６３，１７１人　平成２２年３月末熱海市人口　４０，２８１人）。
そのため消防や清掃にかかる職員数を確保する必要があり、この点で人件費を増大させてい
る。また、全国有数の別荘地のため課税対象が多く、徴税についても市外納税義務者の多さか
ら徴税にかかる職員も相当数確保している状況である。物件費については、委託化の推進から
委託料が類似団体に比べ高い値にある。現在は行財政改革プランを推進しており、財政健全化
を目下の目標として取り組んでいる。


